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国際売買契約における準拠法・国際裁判管轄条項と CISG
－－特に第 1条（1）（b）並びに第 95 条に関連して－－
西口 博之
Ⅰ．はじめに
最近のCISGへの加入並びに 2009 年からの実施に伴い、我が国実業界のCISGへの関心が高まり、
とりわけその国際売買契約書に記載される準拠法・国際裁判管轄・仲裁規定など所謂ボイラー・プ
レート条項1 が CISG 加入後にどの様に変わるのかについての疑問が増えるものと思われる。これは、
先日行われたCISGに関する国際商取引学会によるフォーラムでの実業界からの参加者の質問がこれ
に集中していたことよりも頷ける2。
これらの所謂ボイラー・プレート条項は、国際商取引が多様化・複雑化を遂げるに従い重要性を増
してきているものであるが、本論文では今回のCISGへの加入後のとりわけ準拠法・国際裁判管轄
（合意管轄）との係わり合いについて論じたい。
即ち、先ず国際商取引のルールとしての条約・援用可能統一規則等については、昨今の取引形態の
多様化をうけて種々の国際ルールが実施されて来ているが、その中での国際物品売買に関するルール
であるCISGの位置づけを他の国際ルールとの比較において見てみる。
次いで、そのCISGの適用問題を準拠法・裁判管轄（合意管轄）に関連する規定としての第 1条 1
項（b）号並びに第 95 条に関連して検討し、更にこの規定に関連する裁判例を我が国の代表的例とし
てのクラシックポルシェ事件と各国のCLOUTにおけるそれとの比較において見たい。
そして最後に、我が国企業が関係する国際物品売買契約のこれらの準拠法・裁判管轄規定とCISG
との関係について検証してみる。
Ⅱ．国際商取引とそのルールとしてのCISGの位置づけ
（１）昨今の国際商取引の変容とルール
戦後の我が国経済活動の多様化・グローバル化を受けて、国際商取引の内容・形態も大きく変わっ
てきて、従来の貿易取引中心からサービス・技術取引並びに海外投資取引への拡大することになる3。
その結果、海外生産拠点の構築並びに第三国間取引も含む我が国企業の多国籍化を前提とした海外取
引への増加に繋がり我が国企業の企業内取引ないしグループ取引が常態化する4。
従い、それらの新しい商取引形態のルールとしては、従来の貿易取引中心の時代とは比較にならな
いほど広範囲な法律・条約などが必要となってくる。更に、昨今のコンピュータ革命による電子商取
引の出現もあり、新しい取引形態を律する法の必要性も生じる5。
貿易取引中心の時代においては、その一般的なルールとして、国際通商に係わるガット協定・WTO
協定などのほか、売買契約（1928 年 CIF 売買に関するワルソー条約・1932 年ワルソ－オックス
フォード条約・1964 年国際物品売買についての統一法に関する条約ULIS･1964 年国際物品売買契約
の成立についての統一に関する条約ULFIS･1972 年ハーグ統一売買条約）・契約条件（1936 年インコ
タームズ）・運送（1924 年ハーグルール・1968 年ハーグビスビールルール・1978 年ハンブルグルー
ル・1929 年ワルソー条約・1955 年ハーグ議定書ー改正ワルソー条約・1975 年モントリオール議定
書ー再改正ワルソー条約）・決済（1930 年手形法統一条約・1931 年小切手法統一条約・1933 年信用
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状統一規則・1978 年取立統一規則）などに係わるルールとしての国内法以外に統一法条約・標準契
約書式及び約款・援用可能統一規則・慣習法などがあった6。
しかしながら、最近の国際商取引においては、これらの分野以外に、新しいルールとして特に次の
様なものが出現している7。
＊国際動産売買に係わるルール：
国連国際物品売買条約（ウイーン売買条約1980年）・電子商取引に関するモデル法（1996年
UNCITRAL）・航空機の装備品に係わる可動物件の国際的担保に関する条約（2001年UNIDROIT）・
電子署名モデル法（2001年UNCITRAL）・国際物品売買における代理に関する条約（1983年UN）
＊国際運送に係わるルール：
国連国際物品複合運送契約（1980 年）・国際取引におけるターミナルオペレーターの責任に関す
る国際連合条約（1991 年）・船舶仮差押条約（1999 年）・国際航空運送についてのある規則の統
一に関する条約（1999 年モントリオール条約）・海上運送状に関するCMI 統一規則（1990 年）・
電子式船荷証券のためのCMI 規則（1990 年）・
＊国際支払いに係わるルール：
国連統一手形法条約（1987 年）・国際ファクタリングに関する条約（オタワ条約 1988 年
UNIDROIT）・国際ファイナンスリース条約（1988 年）・国際債権譲渡条約（2001 年 UNCITRAL）・
国際為替手形及び国際約束手形にかんする国連条約（1988 年）・UNCITRAL 国際振込みに関す
るモデル法（1992 年）・独立保証状およびスタンドバイ信用状に関する国際連合条約（1995 年）
＊国際商取引紛争に係わるルール：
契約債務の準拠法に関する条約（ローマ条約 1980 年）・国際物品売買条約の準拠法に関するハー
グ条約（1986 年）・契約上の義務の準拠法に関する条約（1980 年）・信託の準拠法に関する条約
（1985 年）・消費者売買の準拠法に関する条約（1980 年）・UNCITRAL 調停規則（1980 年）・国
際的調停に関する手続き（1995 年）・調停規則（1998 年）・UNCITRAL 国際商事調停モデル法
（2002 年）・UNCITRAL 国際商事仲裁モデル法（1985 年）UNCITRAL 国際破産モデル法（1997
年）・国際商事仲裁モデル法（2002 年）・管轄合意に関する条約（2005 年）
（２）国際物品売買条約としてのCISGの位置づけ
このような従来貿易取引中心であった時代には、国際商取引に係わるルールとしての条約に対する
大陸法国と英国法国との対立なども絡み、その普及度もいま一つの感があったが、新しい国際商取引
（国際ビジネス）が普遍化してきた 1980 年代以降の世界の実業界では所謂一連の国連条約の優位性が
目立ち、国際物品売買条約CISGもその一例として新しい時代の国際物品契約法として位置づけされ
てきたものと思われる8。
只、今回の我が国の本条約への加入が 20 年余り遅れたのは、種々理由が喧伝されているが、我が
国国会での加入意義として、蓄積済みの判例などによる予見可能性、我が国の国際的な立場とともに
我が国に於ける国際商取引の法的安定性並びに取引実務の安定などが説明されている9 ように本条約
批准は遅きに失する感があると考えられる。
但し、我が国の場合には英国のように未加入であった明確な理由10 も明示されておらず、且つ今回
の加入に際しても本条約第 95 条に基づく適用範囲に関する第 1条 1項（b）号に拘束されない旨の留
保宣言を行っていない11 ことにより、本条約がその適用の任意性（第 6条）を残してとは言うものの、
今までの未加入時代にはあまり気にしなかったような訴訟に関する責任12 をはじめとして新たな関心
を持たざるを得なくなったのも事実である。
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Ⅲ．CISGと準拠法・国際裁判管轄条項
（1）国際商取引におけるボイラー・プレート条項
国際商取引においては、特に物品売買契約の場合には、その継続性のゆえに通常その契約書の裏面
約款の一部として、紛争が生じた際の解決法として準拠法条項・裁判管轄条項・仲裁条項などが記載
され「ボイラー・プレート条項」と呼ばれる。これらはいずれも売買当事者にとっては利害関係が対
立し、時には相一致しない場合もあり、所謂「書式の闘い」に至るケース13 がある。
仲裁は、昨今ADR－裁判によらない紛争解決方法として継続商取引には有意義でもあるので、最
近よく活用されるが、仲裁の場合でも最終的には裁判による解決によるほかないケースもあり、本論
文では必修要素としての準拠法条項並びに裁判管轄条項に絞って話しを進めたい。
（２）CISGの適用問題と同条約第 1条 1項（b）号
この準拠法並びに裁判管轄条項に関して、即ち契約当事者がどのような国の法（準拠法）並びに裁
判国（法廷地：裁判地）を選択すべきかについては、CISG の場合にはその適用問題に関連して、同
条第 1条 1項（a）号及び（b）号並びに第 95 条などが規定されている14。
（イ）当事者の営業所が異なる国にあること（第 1条 1項）
（ロ）そのいずれのもの国が条約締約国である場合（同項（a）号）
（ハ）ある国の国際私法の規定により、ある締約国の法が準拠法となる場合（同項（b）号）
（ニ）但し、（ハ）に拘束されない旨の宣言が出来る（第 95 条）
（３）同条約第 95条との関係
そもそも本条約は当事者自治の原則に則り、条約自体の任意適用性（本条第 6条）に加えて、第 95
条により、締約国が第 1条 1項（b）号にも拘束されない規定を設け、留保権をも認めている。
この第 1条 1項（b）号並びに第 95 条が採用された経緯15 は、条約採択時の各国の事情により、本条
約と一部の国の既存の国際商事法（国内法）との整合性の問題の調整が必要となることでこの b号
を削除するようとの要求の折衷案として第 95 条による留保宣言が認められたことにある。
即ち、この第 1条 1項（b）号規定により、自国法が準拠法となる場合には、CISG 適用義務が生じ、
自国の国際取引のための法律を適用できなくなる点に特定国からの拒絶反応があり、それらの国の要
求に妥協するためにこの第 95 条に拠る留保が認められることになった。これらの留保国には、現在
のところ、チェコ・スロバキア・米国・中国・シンガポールなどがある。
尚、ドイツについては、加盟の際に「1条 1項 b号の適用にあたり、95 条の留保をしている国を
同号による締約国とは看做さない」という解釈宣言を行っているが16、このことよりも留保国を b号
にいう締結国と看做すかどうかの 95 条留保の解釈については、次の二つの学説が存在する17。
①相対的留保説18：
適用義務あり。チェコの立場。当該留保国が法廷地となった場合にのみ有効。非留保国の国際私
法が留保国を指定した場合には、CISGは通常どうり適用。
②絶対的留保説19：
適用義務なし。ドイツの立場。留保国はあらゆる場合において留保国として扱われるべき。非締
約国の国際私法が留保国を指定した場合、もはやCISGは非留保国において適用されない。
（４）同条約 95条留保可否問題
本問題については、条約案策定時の国際会議での交渉の場20 又は各国での検討・議論21 はさておき、
我が国においては今までそれほど議論されていないように思える。
以下、95 条に関する解説のみがなされたものを除き本条による留保可否を直接論じた論述を列挙
する。
①曽野和男・山手正史『国際売買法』「現代法律学全集 60」青林書院（1993）38 頁。
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「加盟の際に 95 条の留保をなすべきか否かも、いつに自国法が準拠法となる場合に国内法ではな
く条約の規定を優先させるべきか否かの判断のみにかかることになる」
②山手正史「CISG－総論と適用範囲－」『民商法雑誌』第 137 巻 3 号（2007）245 頁以下。
「この留保条項が挿入された趣旨は、自国法が準拠法になった場合に、CISG ではなく自国法を
適用したいという締約国の要求を満たすことにある。そのような観点からすれば、日本の民商法
は国際取引の特殊性を考慮して起草されたものではないので、日本は 95 条の留保をする必要は
ないと考えるが、仮に日本が留保せずにCISGに加盟した場合、差し当たり問題になるのは、留
保国を（b）号にいう締約国とみなすかどうかということである。」
③斎藤彰「国連国際動産売買統一法条約の意義と限界～私法統一の一特殊形態である任意法統一の
視覚から～」［下］『国際商事法務』第 20 巻第 9号（1992）1091 頁。
「日本として、批准をなすべきかどうかは、純粋に法律学的分析のみから、しなくてもよいと私
見は結論する。（中断）更に適用関係を不明確にする 1条 1項（b）について 95 条の留保をしたう
えで、日本が批准することは、十分に考慮に値しよう。」
④久保田隆「CISG批准と日本の課題」『国際商取引学会年報』第 9号（2007）122 頁並びに 128 頁。
「イギリスのように自国法とCISGを競合関係で捉える国は 95 条宣言を行う積極的理由があり得
るが、それがない日本においては、95 条宣言の積極的理由はないように思える。即ち、国際的
な通用範囲の狭い日本語で書かれた日本法が今後、UCCや英国法に近い発信力を備えることは
考えにくく、むしろ 95 条宣言を行わない方向で戦略を立てる方が現実的と考える。」
「95 条宣言については、前述どおり、1条 1項（b）の不明確性を課題として認識しつつも、95 条
宣言を行わずにCISGに加盟すべきではないかと考える。」
⑤曽野裕夫・中村光一・舟橋伸行「ウイーン売買条約（CISG）の解説（1）『NBL』No.887（2008）
27 頁。
「この問題については、（イ）1条（1）（b）による本条約の適用は、A国による自国法としての適用
であってB国法を適用するのではないこと、（ロ）95 条の文言は留保国が 1条（1）（b）による本条
約の適用義務を免れるという効果しか規定していないこと等から、95 条に基づく留保宣言の効
果は相対的であると解すべきである。」
⑥中村直貴「国際売買における統一法への参加の意義と影響ー国際物品売買契約に関する国連条約
（ウイーン売買条約）ー」『立法と調査』第 280 号（2008）15 頁。
「なお、我が国は、国際取引に適用することを目的とした国内法が存しないことから、95 条によ
る宣言は行わないこととしている。」
以上の意見からして、次のことが分かる。即ち、はっきりとした 95 条留保否定論としては、②並
びに④は 95 条が提起された歴史的経緯から日本の立場を類推したもので、留保宣言が及ぼす実務的
な結果を積極的理由と捉えない考え方によるものと考える。ましてや、④の「95 条宣言を行わない
方向での戦略」とはどの様なものであるのか？或は「1条 1項（b）の不明確性を課題として認識しつ
つ 95 条宣言を行わない」ことには自己矛盾があるのではないかと考える。
それなら、むしろ③の「1条 1項（b）の不明確さのゆえに 95 条の留保を行う」論理の方がどれだけ
理解しやすいか分からない。また、⑤については、これが政府の見解かと思うが、条約文言だけから
の類推解釈であるとすれば、欧米のような自国企業の利害を重視する観点からの留保可否問題を論じ
たものでなく残念である。また⑥については、この論述は著者の立場（外交防衛委員会調査室）から
して政府に大きな影響を与えるものと考えるが、これは後述するように今後法的予見性の低さという
問題・課題を抱えるものの我が国として留保否定論を採るべきという④の立場と同じかと理解する。
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（５）CISGの適用例
一方、これらの準拠法国並びに裁判地（法廷地）にCISGが適用されるかどうかについては、理論
上で次のような 54 通りのケースが考えられる22。
（A）裁判地が締約国にある場合：
①準拠法国が締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
②準拠法国が留保国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
③準拠法国が非締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
（B）裁判地が留保国にある場合：
①準拠法国が締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
②準拠法国が留保国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
③準拠法国が非締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
（C）裁判地が非締約国にある場合：
①準拠法国が締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
②準拠法国が留保国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
③準拠法国が非締約国；（a）締約国 vs 締約国 （b）締約国 vs 留保国 （c）留保国 vs 留保国
（d）締約国 vs 非締約国 （e）留保国 vs 非締約国 （f）非締約国 vs 非締約国
上述したとおり今回の我が国の本条約への第 95 条非適用（留保なし）での加盟により、我が国企
業を一方の当事者としての国際売買契約のケースでは、（c）留保国 vs 留保国並びに（f）非締約国 vs
非締約国の組合せが考えられず、合計 36 通りの場合となる。
更に、（e）留保国 vs 非締約国についても、我が国にとり第三国取引でない限り除外され、21 通り
の組合せとなる23。
その組合せで、CISGが適用されるか否かについては、次のような結論が出せると思う。
＊（a）締約国 vs 締約国又は（b）締約国 vs 留保国の場合、裁判地或は準拠法国の如何にかかわらず
CISGが適用される。
＊（d）締約国 vs 非締約国の場合、裁判地の如何にかかわらず、
（イ）準拠法が締約国の場合はCISGが適用。但し例外として（B）①並びに（C）①については
異論あり。
（ロ）準拠法が留保国の場合、CISGは不適用。但し、（A）②は例外で相対的留保説では適用、
絶対的留保説では不適用。
（ハ）準拠法が非締結国の場合、CISGは不適用。
＊日本は締結国で且つ留保国でないため、（c）留保国 vs 留保国・（e）留保国 vs 非締約国・（f）非締
約国 vs 非締約国のケースは日本企業の海外子会社と第三国貿易取引の場合を除きあり得ない。
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Ⅳ．クラシックポルシェ事件とCLOUTの関連事件
（１）クラシックポルシェ事件 24
判 決 日：1998・3・19（第 1審；東京地裁）25
1999・3・24（第 2審；東京高裁）26
管 轄 地：日本国
判決理由：第 1審での判断は次のとおり。
準拠法はアメリカ法であり義務履行地は日本にない。準拠法に明示の指定のないため、法
例 7条 2項を適用し被告が申し込みを発した地の法律であるカリフォルニア法が準拠法で
あると判断し、それが国際取引である故にCISGを含むアメリカ連邦法であるとした。一
方、損害賠償の義務履行地は上記のアメリカ法によって債権者（買主；原告）の住所地
（日本）であるとしても、契約不履行に基づく損害賠償の履行を求めて訴えが我が国の裁
判所に提起されることは、被告の予想の範囲を超えるものであり、当事者間の公平や裁判
の適正・迅速を期するという理念に反し我が国の国際裁判管轄を否定すべき特段の事情が
あると判断した。
従って、裁判管轄権は米国側にあり我が国での裁判菅轄権が否定された（原告敗訴）。
第 2審では、逆に日本の国際裁判管轄権が肯定され、原告の勝訴（被告が代金・金利の支
払いを命じられた）となった。
売 主 国：米国（被告；日系米国人）
買 主 国：日本（原告；日本法人）
対象商品・紛争理由：日本法人が中古自動車（ポルシェ）を米国に居住する日系人から我が国に輸入
する事例で、その契約不履行につき代金返還請求権を争う事件。
備 考：原告側からCISG第 1 条 1 項（b）号並びに 14 条 1 項、31 条（a）号、95 条などから、準拠法
にCISGの適用が主張されたが、東京地裁はこれを引用するに留めた。
本ケースでは、我が国の裁判所としてCISGの適用を認めてはおらないものの、その準拠法の確定
に際して、CISG を含むアメリカ連邦法だと判断した。従い、本ケースがCISGの判例とはならぬも、
今後の同様ケースでの裁判事件で日本法が準拠法に指定される場合には或は準拠法指定がない場合の
準拠法並びに裁判管轄権の確定には参考とされよう。
（2）CLOUTにおける関連事件 27
これまでのCLOUTにおける第 1条 1項（b）号適用による事件例とその紛争理由などを下記するが、
上記クラシックポルシェ事件に類似の契約不履行による代金返還請求事件なども結構多く、
これらのCLOUT判例が今後の我が国の類似事件の参考となる場合もあると考える。
尚、判例は判決日順（カッコ内はCLOUTケース番号）、判決理由はCISGの適用に関する裁判所
の判断、また紛争理由の括弧内の数字はそれぞれのケースにおける 1条 1項（b）号以外の関連条文を
示す。
判決日 管轄地 判決理由 売主国 買主国 対象商品 紛争理由など
１９８９・３・７
（３）
１９９０・４・２４
（７）
１９９０・８・３１
（４）
１９９０・９・２６
（５）
独
独
独
独
独国際私法では準拠法は伊法た
るCISG
売主国の伊法としてCISGを適
用したが、訴訟は独法をも考慮
独国際私法に基づき伊法として
CISGを適用但し、金利につい
ては売主国たる伊法を適用。
（３）に同じ
伊
伊
伊
伊
独
独
独
独
衣料品
衣料品
靴
衣料品
納期遅れに拠る支払許否。通知
義務違反で買主敗訴 （３９）
納期遅れによる引取許否通知義
務違反で伊法による金利支払い
命令 （４７，４９，５３，７８）
品質不良で解約
売主は元利支払請求
（７，３８，３９，４９，７４）
代金支払請求 （４，８，９，２９，７８）
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判決日 管轄地 判決理由 売主国 買主国 対象商品 紛争理由など
１９９０・６・１３
（１）
１９９１・９・１６
（６）
１９９１・９・１７
（２）
１９９１・９・２７
（３１６）
１９９１・１２・１６
（５５）
１９９１・１２・１９
（９８）
１９９２・４・２２
（１５８）
１９９２・１１・２０
（３１７）
１９９２・４・２７
（５６）
１９９２・１２・２１
（９５）
１９９３・１・８
（４８）
１９９３・１・１４
（５４）
１９９３・２・２５
（９９）
１９９３・１２・３０
（１００）
１９９４・２・２２
（１２０）
１９９４・４・１９
（９２）
１９９４・６・１５
（９３）
１９９４・６・１５
（９４）
１９９５・４・２６
（１５２）
１９９５・６・９
（１２５）
１９９８・２・１２
（２３８）
１９９９・６・７
（３２０）
１９９９・６・７
（３９４）
独
独
独
独
スイス
蘭
仏
独
スイス
スイス
独
伊
蘭
独
独
伊
墺
墺
仏
独
墺
スペイン
スペイン
第 1審；買主国の独法適用
第 2審；仏の加盟前の契約で合
意条項もなくCISG適用
（３）に同じ
（３）に同じ
独の国際私法により伊法の適用
CISGの適用
原告はスイス法適用を主張裁判
所は国際私法及び 1955 年ハー
グ条約に基づきCISGを仏法と
して適用
蘭の国際私法は伊法として
CISGを適用
売主の仏現法としての法人格を
否定しCISGを適用
独の国際私法では仏法が準拠法
でありCISGが適用
裁判所はスイス国際私法から伊
法を選びCISG適用
スイス国際私法によりCISGを
適用。但し、金利は墺法を適用
非締約国のトルコの売主と独の
買主の契約として独を準拠法と
した上でCISG適用
当事者の伊法の選択合意により
CISGの適用を排除28
蘭の国際私法により伊法として
CISGを適用
独の国際私法で独法が準拠法と
してCISGが適用
金利については独法を適用
準拠法を当事者合意に基づき独
法としてCISG適用
準拠法を伊法とする合意
仲裁裁定はCISGの不適用
（6条を暗黙の合意）。但し、反
対意見あり29 。
準拠法を墺として合意
墺の国際私法に則りCISG適用
を主張
（９３）に同じ
締約国対非締約国の契約準拠法
は仏法でCISG適用
独法が準拠法
（CISGには相殺規定なし）
当事者の墺法適用での合意を受
けてチェコの加入前だがCISG
を適用
締約国スペインと非締約国英の
契約で準拠法をスペイン法とし
てCISGを適用
（３２０）に同じ
仏
伊
伊
伊
仏
伊
独
（仏現法）
仏
伊
墺
トルコ
伊
伊
独
独
（ナイジェリア人）
伊
墺
墺
仏
伊
チェコ
スペイン
スペイン
独
独
独
独
スイス
蘭
仏
独
スイス
スイス
独
スエーデン
蘭
蘭
独
日本
独
独
葡萄牙
独
墺
英
英
未詳
靴
靴
大理石板
未詳
乳製品
電気製品
未詳
家具
繊維原料
野菜
未詳
衣料品
羊
木材
靴
鉄鋼製品
丸鋼管
中古収納
庫
家具
雨具
繊維品
繊維品
代金・金利請求 （５３，７８）
契約違反による解約
（４７，４９，７４，７８）
契約違反による解約（３，２５，４９）
品質不良による支払拒否と支払
請求訴訟 （８２）
代金及び金利の支払い請求
（７８）
品質不良で値引要求と支払請求
（３８，３９，４０）
値下げ要求 （４，２３，１９）
契約条件に関する紛争で代金支
払請求訴訟。第２審で買主逆転
勝訴 （６，８，３１，５３，６７）
品質不良による支払許否と支払
請求 （３６，３８，３９，５０）
値段に関する紛争で代金支払請
求 （９，７８）
代金支払請求
（５，３８，３９，４５，５０，５１）
契約不履行での支払許否と支払
請求 （４，７９）
品質不良による支払許否と支払
請求 （７８，１００）
代金・金利支払請求 （７８）
代金支払請求
第１審原告勝訴
第２審逆転判断
（１８，２９，３８，３９，４７，４９）
仲裁裁定（６）
契約条件に係わる紛争の仲裁裁
定 （５８，７４，７７，７８）
品質不良で引取許否
（７，７４，７８）
品質不良による引取許否と支払
請求 （４９，７８）
品質不良による支払許否と支払
請求 （６，４６，４８）
支払条件の紛争で支払い請求
（７１，７３）
支払条件（支払地）に関する紛争
（５７）
（３２０）に同じ
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Ⅴ．準拠法・国際裁判管轄条項とCISGの問題点
（１）CISGの問題点と今後の課題
今回のCISG加入に伴う国際ビジネスへの影響については、先ずこれまで批准が遅れた理由との兼
ね合いに於いてもその加入のメリット・デメリットが議論されてきた30。
いわく、メリットとしては上述の我が国として本条約批准の理由の他に、本条約が実務的であり実
業界にとり利用し易いが、逆にデメリットとしては実業人のCISGへの理解がなければ問題が残ると
いったものである。
このように、今後のCISGの適用については、種々の課題・問題点31 が指摘されているが、とりわ
けその実務に与える影響として指摘されているのが、CISG第 1 条 1 項（b）号に関する理解の難しさ
と理論上の問題点などである32。このことは、取りも直さず国際売買契約における準拠法・国際裁判
管轄条項の扱いの難しさに通じることになる。
一方、国際商取引の内容・形態の変化に伴い日本の企業の契約書における裏面約款などの法的対応
の重要性は増すばかりで33、その意味で今回の我が国のCISGへの加入は本問題を再考する良い機会
ともなろう。
（２）CISG加入後の国際売買契約における準拠法・国際裁判管轄条項の在り方
そこで、本条約が批准される前後よりこの難しい問題点を解決するための実務的な方策として種々
の提案がなされている34。即ち、具体的には契約書の準拠法・国際裁判管轄条項についての我が国の
企業にとっての有利な記載方法などである。しかしながら、そのどれを見てもいま一つ画期的な方策
があるようには思えない。
そもそも、国際売買契約における準拠法・国際裁判管轄条項については、プラント取引契約の如く
個々の契約毎の交渉・締結は考えられず、通常はその継続性・普遍性が要求されることから契約書の
裏面約款の一部として定型的に記載されるものである35。
しかしながら、取引実態からの力関係（例えば、競争激化で売り手不利・買い手有利など）からし
て、一般に言われるような輸出者には日本法、輸入者には英米法・CISG が有利であるとの判断36 を
優先すると、上述した本条約第 1条 1項（b）項の問題点を無視してその実務的な記載方法を決定する
ことは出来ないものと思う。
判決日 管轄地 判決理由 売主国 買主国 対象商品 紛争理由など
１９９９・７・２０
２０００・３・２
（６０６）
２０００・１０・２４
（４００）
２００２・７・２１
（６３６）
２００４・２・１９
２００５・６・１５
中国
スペイン
仏
アルゼンチン
ロシア
米
契約は中国法適用の合意
第 1審は CISG適用
（契約時香港は英領で英は未加
入だがスイスは締約国）
最高裁は外国金利に関する契約
には中国法の適用とし更に中国
は 95 条宣言国でCISGを排除
当事者は締約国でCISGを適用
第 1審は仏法、第 2審は CISG
を適用
第 1審アルゼンチン法
控訴審はアルゼンチン国際私法
によりCISG適用
ロシア法適用の合意あり
同法国際私法によりCISGの適
用
英国法かNY州法かの判断の中
でCISGが適用
スイス
スペイン
仏
（独現法）
ウルグアイ
米国
フィンランド
中国
（香港）
米国
独
アルゼンチン
英国
米国
鉄鋼製品
食料品
接着材
麦芽大麦
天然ガス
石油製品
契約違反 （９５，５３，８５，８７，８８）
品質不良紛争 （３５）
品質不良紛争代金支払請求
（１０，３５，３９）
代金支払請求
（７，２８，５３，５９，６１，６２，７８）
支払い請求
仲裁裁定 （４，７，３０，５３）
支払い請求
仲裁裁定 （６，９２，９５）
西口 博之
－ 16 －
ある意味では、本条約の未批准の時代にはなかった課題が出てきたわけだが、今や本条約の批准且
つ第 95 条保留なしでの本条約加入が既定事実となった以上、いわばこれまでのようなフリーハンド
の余裕がなくなったわけだから、その中での実質的に我が国の企業に関して有利な記載方法の研究を
これからも続けていくほかないと考える。
Ⅵ．おわりに
我が国がCISGの締約国となった場合、特に国際物品売買契約の裏面約款のあり方などを検証する
のが本論文のテーマであるが、その結論として、要は我が国企業の立場からして言えば、最近議論さ
れているCISG批准可否論は国会での質疑応答を含めて余りにも表面的な検証が先行してきたように
思える37。即ち、加盟国が増え我が国の立場上これ以上非締約国に止まり得ないとか、判例の増加に
よる法的安定性（予見性・確実性）、更には日本法の非普遍性（特に言語面での）などがその理由と
されている。
無論、CISG個々の条文の優位性を疑うものではないが、少なくとも準拠法選定条項などについて
は、1条 1項 b号に関連して不確実性の問題が残り将来の紛争の種がなくなったわけではない。
従い、6条援用によるCISGの排除の機会もあるのではあるが、継続的取引であり契約書の定型書
式の必要性、売主・買主間の力関係などからすれば，個々の契約にこれを利用もままならない実務上
の実態からして実際的とも言えず、わが国の企業にとって有利な準拠法選択が出来るためにもここは
我が国企業がよりフリーハンドで動けるように、国として 95 条留保国となる選択も考えるべきでは
なかったかと考える38。
註並びに参考文献
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人からの配当や利子など対外直接投資であげた収益額が 2007 年度には初めて 5兆円を突破するなど日本企
業の海外収益の増加も見られる（2008 年 7 月 21 日付け日経記事参照）。
4 所謂「企業内貿易」というものは 2002 年データで言って、輸出で 60％を超過し、輸入でも 60％近くを占
め、これが製造業のみに限定すると輸出で 75％近くの数値が見られる。（以上、藤吉修忠「企業内貿易の発
展状況と今後の課題－主として連結経営の視点からして－『日本貿易学会年報』第 42 号 239 頁以下参照。」
従い、CISG の成立以来既に倍増しており、これまで企業内貿易のことで日本本社と海外子会社間の契約関
係のトラブルは考え難く且つ海外子会社と現地企業の取引は国内取引であり、CISG への関心度の低さは理
解できた。しかし、我が国現下の輸出主導貿易の体質からして、今後現地子会社と第三国との三国間貿易に
日本企業本社が関与する取引形態が増えるとCISG の影響も増えるものと考える。
5 斎藤彰「国際取引法統一の新たな動向」『国際商取引とリスクマネージメント』同文館出版（2006）52 頁参照。
6 高桑昭『国際商取引法』有斐閣（2003）46 頁以下。
7 木棚照一『国際取引法』成文堂（2006）27 頁以下。
8 前掲斎藤彰「国際取引法統一の新たな動向」49 頁以下参照。
9 第 169 回衆議院外務委員会議事録参照。
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10 例えば、曽野和明「国際商取引学会創立 3周年記念講演：成年期に入ったウイーン売買条約－後戻りできな
い潮流とその未来－」における（英国が未加盟な理由）での説明では英国の自己中心の理由付けが見られる。
これはCISG 成立時の国際会議での交渉時の経緯としてアメリカの留保理由が明らかにされたように、国際
私法の適用拡大を控え、締約国の法目的・価値を優先させるという自国の権益を守るため、或は当時の社会
主義国の異質な取引環境・法制度のためなど種々の留保宣言の理由が説明されてきたが、欧米の場合はとも
かく過っての社会主義国の国際取引ルールも修正されて始めて世界の貿易取引ルールとして認知されるので
あれば、日本の場合もその法制度の特異性を理由にこれらの留保国と同条件に立てないのかとの疑問が残る。
11 平成 20 年 7 月 2 日付け外務省プレスリリース「国際物品売買契約に関する国際連合条約の加入書の寄託に
ついて」では、95 条留保宣言については触れられておらず、恐らく国会での審議でも議論にならなかったこ
とで留保なしでの加入が当然と事として寄託手続きが行われたものと思う。尚、曽野・中村・舟橋「ウイー
ン売買条約（CISG）の解説（1）」『NBL』No. 887, 27 頁では、我が国はこの留保宣言をおこなっていないとの
説明がある。
12 CISG 加盟以前には、例えば米国向け取引で対象商品の製造物責任を問われても自国の準拠法に固執する限
り、三倍賠償とかデスカバリー制度など米国固有の法制度の適用から逃れえたが、今後は定型書式による準
拠法選択条項の下で、余計な訴訟リスクに晒される懸念も考えられる。
13 CISG では本問題はより厳格に対応するなど今までのように日本法での実務上の曖昧さが残せず契約書の裏
面約款にも注意が必要。
14 以下の文献を参照した。
吉野正三郎・安達英司・曽野裕夫翻訳「国際統一売買法セミナー」『判例タイムズ』739 号（1990）7 頁以
下。曽野裕夫・山手正史『国際売買法』－現代法律学全集 60－青林書院（1993）29 頁以下。甲斐・石田・
田中編『注解国際統一売買法ウイーン条約』法律文化社（2000）22 頁以下。山手正史「ウイーン統一売買法
の適用範囲－1条 1項 b号の問題を中心として－」『論点解説国際取引法』法律文化社（2002）40 頁以下。
高桑昭『国際商取引法』有斐閣（2003）46 頁以下。木棚照一編著『国際取引法』成文堂（2006）27 頁以下。
大塚章男『事例で解く国際取引訴訟』日本評論社（2007）113 頁以下。斎藤彰・高杉直「契約担当者のため
のウイーン売買条約（CISG）入門」『JCAジャーナル』第 55 巻 3 号（2008）24 頁以下。P. Winship「The
United Nations Convention on Contracts for the International Sale of Goods, Mathew Bender（1984）」“ The
Scope of the Vienna Convention on International Sales Contracts” p3-. C. Bernsconi「46Netherlands International
Law Review（1999）」“ The Personal and Territorial Scope of the Vienna Convention on Contracts for the
International Sale of Goods（Article 1）” p156-. J. O. Honnold「Uniform Law for Internationa Sales under the 1980
United Ntions Convention, 3rd ed.（1999）Kluwer Law International」“ Article 1 Basic Rules on Applicability :
Internationality to Contracting State” p38-.
15 道田信一郎「発効した国際動産売買国連条約（3）・（4）」『NBL』No. 394・395 59・61 頁以下参照。前掲曽野・
山手『国際売買法』35 頁以下。
16 前掲吉野・安達・曽野「国際統一売買法セミナー」39 頁以下参照。
17 本文前掲山手正史「CISG－総論と適用範囲－」250 頁。前掲甲斐・石田・田中編『注解国際統一売買法ウイー
ン条約』橋爪誠「第 1章適用範囲」28 頁。
18 曽野・中村・舟橋『NBL』第 887 号 27 頁参照。我が国がこの留保宣言を行っていない説明として「95 条に
基づく留保宣言をしていない締約国 A（例、日本）の裁判所における 1条（1）（b）の適用上、A国の国際私法
の準則によれば 95 条に基づく留保宣言をしている締約国Bの法の適用が導かれる場合、B国の留保宣言ゆえ
にA国による 1条（1）（b）に基づく本条約の適用が否定されるのか（絶対的留保）、それともされないのか（相
対的留保）という問題がある。（中断）95 条に基づく留保宣言の効果は相対的であると解すべきである。」と
の注釈がある。
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19 前掲吉野・安達・曽野『判例タイムズ』739 号での Peter Schlechtriem 教授との対談中の 19 頁以下参照。
20 道田信一郎「国際物品売買契約と国連会議（1）－（8完）」『ジュリスト』661－669 号（1978）参照。
21 P.Winsh によれば前掲論文（注 11）で「95 条宣言国は締約国であり続けるのか？裁判所はその他の抵触法ルー
ルが導く締約国によって承認された国際私法ルールを考慮に入れるべきか？」についての二つの疑問を投げ
かけ、その中で「95 条宣言をした方がしない場合より自国法適用の機会が多い」との説明をしている。また、
C.Bersconi も前掲論文（注 11）の中で「20 年経過しても 95 条のゆえに不確実性の問題が残っている」（156
頁）とか「1条 1項 b号と 95 条の相互作用で国際売買取引での適用法の決定に困難な問題が生じている」（164
頁）とコメントしている。更に、J. O. Honnold も前掲論文（注 11）において「95 条宣言により自国法がCISG
より適用チャンスが多い」（38 頁）と述べている。
また、道田信一郎教授は、前掲『NBI』395 号において、米国の 95 条留保の理由として「留保の立場は、ア
メリカ法曹協会より勧告されたものであるが、条約の適用を規律するルールについて、最大限の明晰さを実
現する。1条 1項（b）による条約適用が依拠する国際私法のルールは、不確定さと国際的不調和に服してい
る。」との米国の立場を紹介され「国際契約の実務のなかで、国際ルールである条約の適用を即時に予見さ
せる」ことの重要さを説かれているのは、同教授の当時の日本代表という立場はあるが、この米国の官民一
致しての留保理由に一定の理解を示されたものと感じる。
22 前掲樋爪誠『注解国際統一売買法』29・30 頁参照。ここでもCISG の適用関係を抽象的に分析されて、（A）（2）
締約国が法廷地で留保国が指定された場合、相対的留保説を採れば、CISG が締約国法の一部として適用され、
絶対的留保説をとればCISG は適用されないと結論する。さらに（C）（1）及び（C）（2）に議論があるとされる。
前掲大塚章男『事例で解く国際取引訴訟』117頁以下でも（B）（1）及び（C）（1）に議論が分かれる旨の説明がある。
前掲Peter Winship “ The Scope of the Vienna Convention on International Sales Contracts” Appenddix Application
of CISG Art.1（1）（b）では、99 条に則り CISG が適用されること及び両当事者がCISG の排除に不同意である
との前提で、（A）（2）裁判地が締約国で準拠法国が留保国、（B）（1）裁判地が留保国で準拠法国が締約国、（C）（1）
裁判地が非締約国で準拠法国が締約国である場合CISG の適用可否に問題が残るとする。
また、前掲Christophe Bernasconi “ The Personal and Territorial Scope of Vienna Convention on Contracts for
the International Sale of Goods（Article 1）でも、同じ問題の提起がなされている。
結局のところ、これらの場合で、例をCISG 後の我が国にとって見れば、日本が法廷地で準拠法が米国とか
中国のような留保国である場合、逆に米国または中国が法廷地であり準拠法が日本の場合、更には英国が法
廷地で準拠法が日本法である場合、或は将来英国が留保条件つきで本条約を批准した場合のように、非常に
普遍的なケースで本題に関して不確実性・予見可能性の低さが見られことになる。
23 図表で表示すると下記の通り。（組合せの符号は本文に同じ）
裁判地 準拠法国 （a） （b） （d）
（A） ① ○ ○ ○
（A） ② ○ ○ ？
（A） ③ ○ ○ ×
（B） ① ○ ○ ？
（B） ③ ○ ○ ×
24 私法判例リマークス 2001（上）『国際私法』147 頁以下参照。
25 平成 9年（ワ）1962 号『判例タイムズ』997 号 286 頁以下。
26 平成 10 年（ネ）1954 号『判例タイムズ』1700 号 41 頁以下。
27 これらの CLOUT判例はいずれもUNCITRAL のホームペイジCLOUTcases 並びにGeneralAssembly よりの
資料による。
28 契約当時 CISG はイタリーでは実施されていたが、スエーデンでは未加入であったので不適用となった。1条
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1 項（b）号は当事者による選択がない場合だけ機能するとして、当事者の準拠法としてイタリー法を選択して
いることを根拠にCISG の適用を排除した。
29 イタリー法を準拠法とする合意あり。このため伊仲裁裁定では、CISG の不適用を決定。仲裁裁判所の見解
では、両当事者によるイタリー法の選択はCISG6 条（CISG の排除）を暗黙の合意として意味するものであ
る。但し、仲裁人の中には、イタリー法選択の結果、CISG の不適用ということは、CISG1 条 1 項（b）号に
従ったもので、CISG6 条の宣言とはならないとの反対意見もあった。
30 前掲斎藤・高杉「契約担当者のためのウイーン売買条約（CISG）入門」24 頁以下。
メリットとしては、我が国が本条約を批准するまでに 20 年以上も経過したため、現下のメリットに絞り最
近の実務面を重視した議論に限定するとすれば、本論文でCISG の締約国となることのメリットとして説明
されているのが的を得ていると思う。即ち、①契約法のグローバルスタンダードとして非常に通用力を持つ
こと②とにかく分かりやすい③これまでの実務を基本的に変える必要がないなどである。
31 CISG 適用についてのデメリットとでも言うべき今後の課題・問題点としては、
前掲中村直貴『立法と調査』第 280 号 17 頁に以下のように述べられている。「他方、以上のようなメリット
の反面、本条約に対する課題も指摘されている。即ち、（1）本条約に基づく国際物品売買取引に関する判例
の蓄積が、歴史の長い英米法や日本法の判例と比して不十分な点も多く、その点で国毎に司法判断が異なっ
てくる可能性があること（2）本条約の適用範囲が契約法に限られるため、各国の担保法、倒産法、手続法等
の介入を免れず、その点において法的予見可能性が低いことなどである。本条約への加盟に当たっては、こ
うした懸念が払拭されなければならず、また条約の加盟が我が国に及ぼす影響についても十分な配慮がなさ
れるべきである。」
32 斎藤彰「ウイーン売買条約と契約実務－その実践的な役割を批判的に考察する－」『神戸法学雑誌』57 巻 3
号（2007）123-124 頁。「このようにCISG1 条 1 項（b）は、従来の国際私法との関係においてそれ自体として
何を意図しているのかわからない規定である。」同斎藤彰「CISG からユニドロワ国際商事契約原則へ－国際
的な契約法の調和に向けて－」絹巻・斎藤『国際契約ルールの誕生』同文館（2006）233 頁。
「従来の国際私法によって指定される契約準拠法との関係について定めようCISG1 条 1 項（b）は、理論的にも
実践的にも極めて複雑な問題を生じており、CISG の重大な欠陥の一つとなっている。」
33 国際商取引の裏面約款が重要性なのは、取引が順調に進んでいる間は問題がないものの一旦紛争が生ずると
仲裁・訴訟などに及びかねず取引の継続性を阻害するからである。ましてや競争の激しい売主サイドとして
は、買主との力関係からお互いに利害関係が相反することの多い準拠法・裁判管轄規約などをいかに調和さ
せて行くかが企業として大切な要素である。また、我が国の企業にとれば、上述したような日本本社と海外
企業との三国間取引が増加すると、例えばCISG における国際私法ルールに関する予見性が低ければ、リス
ク管理の面でも問題となろう。尚、これについては、斎藤彰「法廷地選択および準拠法選択の役割」新堀・
柏木編著『グローバル商取引と紛争解決』同文館出版（2006）57 頁以下参照。
34 とりわけ、最近の国際商取引学会並びに同学会主催のシンポジウムなどでの日本企業にとっての対応策とし
て、以下の提案がなされている。しかし、例えば（2）などを厳格に実行する場合は「書式の闘い」となり、
上記注 10 にて上述したように、今までのような曖昧さを残されず、とことん争えば契約の不成立に繋がる。
（1）前傾久保田隆「CISG 批准と日本の課題」126 頁以下参照。
①第 6条による適用排除で様子を見る（CISG の判例不十分への対応）
②対抗要件の具備努力（CISG が物品売買契約のみのほか、実体法と手続法の差があることへの対応）
③CISG への実務対応の検討（CISG に関する情報不足への対応）
（2）伏見和史「CISG の物品輸出契約書式への影響」『国際商取引学会年報』第 9号（2007）131 頁以下参照。
①裏面約款に関するCISG の解釈の影響から逃れる最善の方法は書式と「この契約はCISG の適用を排
除する」との文言を表ペイジに明記するとともに裏面約款も契約の一部である旨の明記する。
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②署名欄に全ての書式に記載された内容を承認した上で署名した旨の明記
③裏面約款の他の取引原則法令援用につき明記
④交渉前からの裏面約款の存在を相手側にリマインドする
⑤コミュニケーションを英語で統一
（3）斎藤・高杉「契約担当者のためのウイーン売買条約（CISG）入門」24 頁以下参照。
上記（2）と同趣旨の提案で、まとめとして①CISG 或はユニドロワ原則の適用の有無を明確に意思表示し
それを準拠法選択条項のなかに明記する②紛争が生じた場合の救済策・損害軽減策なども担当者ベース
で契約前から理解しておく
35 前掲伏見和史「CISG の物品輸出契約書への影響」132 頁以下参照。
36 浜辺陽一郎『英文国際取引契約書の書き方』ILS 出版（2007）161 頁参照。「どちらかと言えば、アメリカ法
は権利を行使する側、金銭を請求する側に有利であり、その反対の立場に立つならば、日本法が有利である
という傾向がある。これは、常にそうであるというわけでもないが、日米司法の実体法、手続法構造の差異
から、相したことが一般論として言えよう。更に、北川・柏木『国際取引法第 2版』有斐閣（2005）141 頁
参照。「以上のような事情を考慮すれば、買主としてはイギリス法を選択することが有利になる確率が高そ
うである。次いで、アメリカ法、次いでウイーン売買条約、最後に日本法ということになる。売主から見れ
ば逆の順番で準拠法を選択すべきということになる。」
このように、売主・供給者の側からすれば日本法が米国法等よりも有利であり、競争上の売主・買主の力関
係からして不利な立場にある売主（輸出業者など）からすれば、CISG を無条件で有利と判断することもな
るまい。
37 最近本条約批准の際の国会審議（平成 20 年 2 月 13 日法制審議会第 155 回会議における本条約の概要及び本
条約締結の方針についての報告書第 57 号資料参照）では、95 条留保に関しては触れられていない。
38 例えば、本条約成立に大きな役割を果たしたPeter Schlechtriem教授の我が国での講演では次のような発言が
みられ、当時としては日本政府にも留保支持説があったかもしれない。「私の知る限りでは、日本の法務省
においても、この留保を利用し第 1条第 1項 b号を採用しないことが考慮に入れられている。（中断）もし、
日本が批准はするものの、同様にCISG 第 95 条の留保を利用すると仮定するならば、中国－日本間の売買契
約には、おそらく、CISG が適用されうるであろう。何故なら、この場合には、既にCISG 第 1 条第 1項 a 号
の適用要件が存在することになるからである。すなわち、中国と日本（批准後）は、確かに締約国であるか
らである。」
以上、佐々木典子訳「国際物品売買契約に関する国連条約（CISG）－歴史・実際的意義・適用に関する具体
的諸問題－」『姫路法学』第 27・28 合併号（1999）284 頁。
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CISG and its Jurisdiction Clause Specially Concerning
Articles 1（1）（b）and 95
Hiroyuki NISHIGUCHI
As a result of the recent globalization of the economic activities in our country, various rules for the
international business transaction have been put in effect and CISG is one such rule.
CISG was formed in 1988 as a rule for international sales of goods which recently Japan has ratified
and may affect Japanese international business in the future.
One of the greatest concern is towards the jurisdiction clause of the contract in relation to Article 1（1）（b）
and 95 of CISG.
This paper will analyze various law cases in CLOUT concentrating on Article 1（1）（b）of CISG and
point out some issues to be reconsidered in the future, especially for the jurisdiction clause of the
contract.
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